平成27年度第３回　大阪府障がい者自立支援協議会ケアマネジメント推進部会　議事概要
日　時：平成27年11月９日（月）午前10時から正午まで
場　所：大阪府公館　大サロン
委員者：大谷部会長、姜委員、辻委員、羽室委員、森委員、米本委員
事務局：地域生活支援課　赤井課長
地域生活推進G　有山総括補佐、谷岡総括主査、山元総括主査、田中技師、平野主事
障がい者自立相談支援センター　森田課長、香西総括主査
概要

１．議題　報告書案について
(1)　第１章　相談支援専門員に求められる姿の変更点等について説明
(2)　委員からの意見
（姜委員）
・障害者差別解消法について前回意見した趣旨は、障がい福祉サービス事業者に限ったものではないので一般事業者と変更してほしい。

（事務局）
・民間事業者全体に対して合理的配慮の努力義務が課されるという、障害者差別解消法の理念を盛り込ませていただく。
（大谷部会長）
・大阪府として長く人権を尊重してきた経緯、差別解消法施行により人権意識の重要性が高まることを鑑み、人権という文言をどこかに入れられないか。
（事務局）

・検討し、追加させていただく。

（大谷部会長）

・コラム①については、“見守る”という点もポイントになるのではないか。ご本人が事業所の調整等できるよう、相談支援専門員がその支援や助言をすることを盛り込むべきではないか。
（事務局）
・相談支援専門員が支援するメリットを伝えつつ、そもそもの計画相談支援の役割を踏まえられるよう修正させていただく。
（姜委員）
・ピアの力に言及している部分について、“ピア”という言葉を単独で使うのではなく、ピアカウンセラー、ピアサポーター、ピアグループと正確な表現に変更したい。
（羽室委員）

・相談支援専門員の仕事として、計画相談支援のほかに地域移行支援がある。地域移行支援ではピアサポーターと一緒に動くので、この点を追加して、より詳しく書いてもいいのではないか。
（大谷部会長）

・府で実施している精神科病院からの地域移行の施策についても盛り込むと、大阪らしさが出て良いのではないか。
（事務局）

・検討させていただきます。
（辻委員）

・コラムに相談支援専門員として大切にしていることとして、技術的な話だけでなく“「『本人が』変わっていく」ことを信じること”等、信念についても書かれているのが良いと思う。
(3)　第２章　相談支援専門員の研修体系の変更点等について説明

(4)　委員からの意見
（事務局）

・体系イメージについては縦軸にスキルを置き、横軸には階層別研修に加えて、専門性を高める研修、基幹Ｃ職員の資質を向上させる研修を置いている。専門コース別研修については、スキルの高低に関わらず、その時々に応じて学ぶことがあるはずなので、縦軸全体を覆う形のイメージ図となっている。

・体系表については、獲得目標と期待する役割を分けて記載するとともに、チェックポイントに研修ごとに獲得してほしいスキルを整理して、小見出しを修正している。
（羽室委員）

・今の大阪府の現状に合わせた形で、軸として、相談支援専門員としての研修、専門性を高める研修、基幹Ｃ職員向け研修と分けられているので良いと思う。
（辻委員）

・イメージ図の表現が難しかったが、これなら理解していただけるかと思う。

（米本委員）

・専門テーマ別コースについて、現任研修修了者を対象とした研修であることも追記した方が良いのではないか。
（事務局）

・対象は現任研修修了者に限定していない。現に相談支援に従事している方ならば受講できる。
（大谷部会長）

・これから従事する方も研修対象者として、従事者に限定しなくても良いのではないか。
（事務局）

・現在従事している方に限定して募集を行い、定員を超えてしまっている状態。優先して現に従事している方のスキルアップを行いたいと考えている。
（大谷部会長）

・定員を超えているということは、それだけニーズが高い、関心が高い研修だと言えるのではないか。現任の方もそうだが、これから相談支援専門員として従事予定の方が事前に知識を備えるということも、裾野の拡大につながる。
・現状は定員を超えているということで難しいと思うが、将来的には、対象を従事者に限定せずに開催することも検討してもらいたい。

　
（事務局）

・前回ご意見いただいた点について、ファシリテーションコースはファシリテーションの技能習得を目指すものであるということが明確になるよう修正している。スーパービジョンコースについては、この研修でスーパービジョンができる人を養成するというよりは、すでに力量のある方のネットワーク形成を目指すものとし、今の大阪府の実情に合わせた形としている。
（大谷部会長）

・スーパービジョンコースは力のある方が対象ということだが、選定基準や要件はどういったものか。
（事務局）

・８年以上の実務経験があり、地域自立支援協議会を含め、地域をリードしている方、市町村で活躍している方と考えている。

（大谷部会長）

・評価基準があいまいに感じる。どういった方を対象としているのか。
（事務局）

・初任者研修や現任研修の講師、演習リーダーを担当いただいている方、もしくは相談支援アドバイザーの方等を中心として想定している。

・

（大谷部会長）
・スーパービジョンとは、かなり高度な専門性やコーディネート能力が求められるもの。

・他の社会福祉分野でのスーパービジョンは、相当の時間を割いて講義・演習を実施している。
・既に経験・力量のある方が対象ということだが、力量をどのように判断するのかが難しいところ。研修の受講要件をもう少し明確にした方が良いのではないか。
・半日～１日の研修形式は他の研修と比較しても短期間であり、スーパービジョンの位置付けが軽いように感じるがどうか。
（羽室委員）

・個別のスーパービジョンということであれば、本来はもっと高度なレベルであるとは思う。
・現状を鑑みて、まずは自立支援協議会で事例検討をする際等にグループスーパービジョンができる人を育成する趣旨で考えている。そこから底上げしていき、人材が育ってくれば最終的には個別のスーパービジョンができるところまでつながれば良いのではないか。
・現在の大阪府の状況では、まずは、こういった段階から着手するのが適切と考えている。
（大谷部会長）
・例えば、受講申込者について本人からヒアリングを行う等して、指導者として相応しいかどうか判断する方法もある。
・質の担保に資するためにも、スーパービジョンは特に丁寧にやっていかなければならないと思う。
 (5)　第３章　地域における相談支援専門員を支える仕組みの変更点等について説明
(6)委員からの意見

（姜委員）

・地域のネットワーク図の関係機関について、幼稚園、保育所、小中学校、特別支援学校といった保育・教育機関を追加した方が良い。

（大谷部会長）

・身体・知的障害者福祉法に基づく相談員の担う相談を、計画相談の基礎となる基本相談支援から一般的な相談支援へ文言修正が必要。
（米本委員）

・精神障がい者相談員も入るのではないか。
（事務局）

・指摘内容に基づき修正する。また、精神障がい者相談員は、法定のものではなく府単独事業で、府あるいは権限移譲市町村で設置している。文言については調整させていただく。
（米本委員）

・府市の役割分担イメージ図について、専門コース別研修修了者は知識・技術等をフィードバックすると記載されているが、市町村へ研修修了者の情報を提供いただけるのか。
（事務局）

・今年度からファシリテーションコース修了者について、事業所名のみ市町村へ情報提供できるよう作業を進めているところ。
・来年度以降は、すべての専門コース別研修修了者の情報が提供できるよう、事前に受講者の同意を得て調整していく予定。
・報告書案でも、府の役割として修了者名簿の情報提供等を通して市町村と連携を図ることを記載しており、課題として認識。
（米本委員）
・初任者研修修了者の情報があることで、市からのアプローチもやりやすくなっている。専門コース別研修も同様に提供があれば、例えば市相談支援部会の講師等を修了者に担っていただくことができ、相談支援専門員のスキルアップにつなげられると考えている。
（大谷部会長）

・相談支援アドバイザー事業はイメージ図でいうとどこに位置付けられるのか。府から市町村へのバックアップとして追加しても良いのではないか。
（事務局）

・イメージ図は「人材育成」にかかる内容でまとめた。本文中に、基幹相談支援センター等に対するスーパーバイズや地域自立支援協議会の活性化など、障がい者相談支援アドバイザーの派遣によるバックアップ支援を記載している。

（大谷部会長）

・ご指摘いただいた点は事務局で検討・修正することとし、最終的には部会長として私に一任いただくということでよいか。

⇒全員、異議なし。

２．今後のスケジュールについて
・本日ご発言いただいた他にご意見がある場合は、11月16日（月）頃までに事務局へご連絡をお願いしたい。
・本日の会議を踏まえ、大谷部会長と調整の上、11月末～12月初旬目途に報告書最終案を委員の皆様あて送付させていただく。
・ご承認いただいた後、報告書は市町村へ周知するとともにホームページにて公表する予定。
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